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緊急提言にあたって 

 

当協議会は、国土強靭化担当大臣私的諮問機関「ナショナ

ル・レジリエンス懇談会」の結果を踏まえ、「国土強靭化基本

計画」が円滑に達成されるよう、産・学・官・民のオールジャ

パンでその叡智を結集し、レジリエンス立国を構築していくこ

とを目的として平成 26年 7月に設立されました。 

 国民の生命と財産を守り、日本の産業競争力を高め、事前防

災・減災の考えに基づいて 「強くてしなやかな国づくり」に

寄与するとともに、できるだけ多くの国民の方に向け、国土強

靭化の理解を促進し、行動を誘発していくことをミッションと

しています。 

 昨年は、4月に熊本地震が発生し、震災から１年が経過いた

しましたが、仮設住宅居住者数は未だに 47,000名余に上って

おり、公共インフラを含めた再建が急がれます。また、夏には

東北地方と北海道で台風により多数の人命が損なわれ、年末に

は福岡における大規模な道路陥没や新潟・糸魚川の市街地大火

が起きるなど、数々の災害がありました。 

他方で、ナショナル・レジリエンスに資する新たな学術知見

の提起や災害の教訓を糧とする技術開発の進展も見られており

ます。  

当協議会では、主要な活動として、様々なテーマを対象とし

たワーキンググループを立ち上げ、国土強靭化を推進するにあ

たっての課題や施策の検討をしています。そうした中から、特



に政府として早急に取り組むべき課題や方策について緊急提言

書としてまとめましたのでご報告いたします。 

 我が国が誇る技術力や現場力を結集して、今後起こるであろ

う災害での人的被害や重要インフラのダメージを極小化するた

め、本提言書の内容をご勘案いただきたく、何卒よろしくお願

い申し上げます。 

 

一般社団法人 レジリエンスジャパン推進協議会 

会長 三浦 惺 
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